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　2017 年 7 月 15 日，大原社会問題研究所は国際公開シンポジウム「子どもの貧困を問う―日本
と EU の経験から」を開催した（１）。その趣旨は，1980 年代以降の福祉国家の縮減とワークフェア，
労働市場の規制緩和と非正規化，そして家族の変容とジェンダーという社会経済構造の変化のなか
に「子どもの貧困を問う」ものであった。シンポジウムは海外から招聘した Mary Daly 氏













　2016 年 6 月に厚生労働省が公表した国民生活基礎調査では，子どもの貧困率は 2015 年時点で
13.9％（全世帯人口では 15.6％），世帯類型別ではひとり親世帯の貧困率は 50.8％と依然として高
（１）　大原社会問題研究所は「子どもの労働と貧困」プロジェクトの 4 年間にわたる研究成果として，大原社会問題






























た子どもたちがその対象となっている。1989 年の国連子どもの権利条約，1999 年の ILO の最悪の
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と づ い て い る。James Heckman（2013）Giving Kids a Fair Chance, Boston：Massachusetts Institute of 
Technology Press（大竹文雄［解説］古草秀子訳『幼児教育の経済学』東洋経済新報社，2015 年），エスピン - ア
ンデルセンの社会的投資アプローチについては G. Esping-Andersen（2009）The Incomplete Revolution：Adapting 
to Women’s Roles, Cambridge：Polity Press（大沢真理監訳『平等と効率の福祉革命―新しい女性の役割』岩波
書店，2009 年）。エスピン - アンデルセン批判については，Ruth Lister（2001）“Investing in the Citizen-workers 
of the Future：Transformations in Citizenship and the State under New Labour”, Social Policy & 
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